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本研究は東京都においてこれまで取り組んできた下水汚泥資源化事業について技術

的、経済的側面から評価し、その結果をもとに経営性、社会性などの視点に基づき総合

評価を行い、大都市における下水汚泥資源化を持続的に進めていく上での基本戦略を提案

する。またこの基本戦略に沿い今後の有力な資源化策として、低コストで付加価値を高め

流通を市場に委ねる新たな資源化事業（素材提供型）の研究開発に取り組み、実用化を

図った。 

   

本論文は、緒論及び第１章～第６章で構成し、その要約と結論は、次のとおりである。 

 

第１章 下水汚泥資源化の現状と課題 

国土レベルにおける下水道の汚泥処理処分の現状と課題と東京都における下水汚泥

の処理処分のこれまでの取り組みや課題を整理した。昭和 54 年度の下水汚泥処理調査

委員会答申を受け、精力的に汚泥資源化の事業化に取り組んできた経緯と東京都におけ

る 3 つの方針（①全量焼却による減量化、②湾岸部への集約化、③全量資源化）を踏ま

え、今後の資源化事業のキーポイントが経営、効率化にあることを明らかにした。 

 

第２章 各資源化事業の技術的特徴と評価 

これまで取り組んできた主要な資源化事業について研究開発から事業化、維持管理に

いたる各種情報を整理・分析した。資源化量の増大により汚泥処理処分コストも増大し、

早くに始めた資源化事業（製品製造型）の販路の縮小、コスト高の傾向の中、老朽化に

よる設備更新時期に入り、事業継続可否の判断の結果、事業休止するものもあった。既

往資源化事業について、技術面と経済性に着目して分析評価した結果、これまで主とし

て進めてきた製品製造型資源化事業の経営上の課題がコストと販路の確保にあること

を明らかにし、素材提供型の資源化事業への転換を示唆した。また資源化率の向上に向

け早期の事業の開発と事業化の必要性を述べた。 

 

第３章 焼却灰の改質技術とその応用化 

これまで長期にわたり東京都で進めてきた焼却灰のコンクリート材料化の研究と関

連した研究から得られた知見をもとに、新たに粒度の調整という簡易な加工により、焼

却灰がセメント代替などに飛躍的に利用可能となる方法の有効性を取りまとめた。研究

 
 

1



の着眼点と成果は次の通りである。 

①焼却成分はセメント成分に類似していることから、1975 年頃よりヒューム管製作

時、材料として使用されていた。しかし、脱水助剤に消石灰や塩化第二鉄を使用し

ており、吸水性が高く作業性が劣っていた。また、膨張性の問題もあった。 

②脱水助剤として高分子系を利用するようになり、1997 年から新しくコンクリート

製品に活用する研究を再開したが、ワーカビリティが確保できないため添加量には

厳しい限界値があった。 

③汚泥焼却灰の溶融パウダー研究において、熱処理で焼却灰の形状を粒状化すること

によるワーカビリティの改善を発見した。 

④簡易なプロセスで粒状化することで、汚泥焼却灰をセメント材料として活用する研

究に着手した。長期にわたり東京都で進めてきた焼却灰のコンクリート材料化の研

究と関連した研究から得られた知見をもとに、新たな粒度の調整という簡易な加工

により、焼却灰がセメントの代替などに飛躍的に利用可能となる方法の有効性に着

眼した。 

⑤都内複数の下水処理場の焼却灰をサンプルに実験実証し、活用の普遍性を確認する

とともに、特にコンクリート製品にセメント代替として添加することによる製品の

強度と実用性を確認した。 

⑥セメント代替やベントナイト材料代替としての利用について、試験杭施工による確

認を行った。 

以上の研究成果を取りまとめ事業化の提案を行った。この方式は製品製造型と素材提

供型の長所を兼ね備えた方策である。 

 

第４章 汚泥炭化事業の事業化検討 

下水汚泥の有機成分に着目し、炭化し燃料として火力発電所における石炭代替燃料と

して活用する方策について研究し、２０年間にわたる長期契約により安定的に資源化が

可能となる事業スキームを締結した。 

事業化に向けた検討の過程は 

①これまで東京都で行ってきた下水汚泥のセメント資源化研究の歴史において、特に

燃料化について積み重ねてきた技術的蓄積を整理するとともに、社会経済的に受け

入れ可能性の大きさと有利さを実証した。 

②これらの研究結果をもとに下水汚泥を炭化することにより石炭火力発電の石炭代

替燃料として活用する仕組みについて取りまとめた。 

③炭化汚泥を有価物として下水道サイドに一定のイニシアチブを確保し、長期安定的

に有効利用する。 

④この事業はバイオマスの活用による地球温暖化防止対策として大きく評価される。 

⑤事業は技術的、経済的に高く評価でき、さらに下水道事業者にとって長期の安定し
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た受け入れ先が確保された汚泥資源化が可能となり、受け入れ側の事業者にとって

社会制度として課せられている一定量の再生可能エネルギーの活用義務を果たすな

どの双方に大きい利益が得られることを明らかにした。 

 

第３章、第４章で取りまとめられた 2 つの新たな資源化策は今後の東京都に代表され

る大都市における下水汚泥資源化をリードする方策として提案した。 

 

第５章 経営の視点での評価に基づくこれからの汚泥資源化事業のあり方 

既往資源化事業の総合評価を行った上で、経営の視点からの評価にもとづく今後の資

源化戦略の提案を行った。 

 

（資源化事業の総合評価） 

これまで東京都において進めてきた代表的な下水汚泥資源化事業について多面的に評価項

目を抽出し点数化することにより総合評価を行った。評価の対象にはこれまでの代表的な

汚泥資源化事業であるメトロレンガ製造、軽量細粒材化、セメント原料化の 3 事業および

第 4 章と第 5 章で研究開発経過を説明する比較的新しく事業化を進めている粒度調整灰と

炭化の 2 つの資源化事業の計 5 事業を取り上げた。 

評価はまず「安定性」「経済性」「環境性」「社会性」の 4 つの項目についてそれぞれ評価

細目を抽出し、定性、定量評価を行い総合化した。この評価に際しては複数の有識者によ

る評価細目の選定とウエイト付け、および定性、定量評価を総合化し実施した。また、本

研究ではもっぱら経営の視点を重視し評価を行うものであるが、社会環境の変化に評価が

どう変化するか、社会性などに評価のウエイトを置いた場合の異なる総合評価結果につい

ても算出した。 

 

（ベストミックスの検討） 

大都市における安定かつ効率的な100%を目指した汚泥資源化策として、製品製造型、

素材提供型資源化事業の長所短所を評価した上で、今後の資源化戦略としてベストミッ

クスについてリスクマネージメントの視点から分析し提案した。 

 総合評価の最大化を目的とすると、特定事業のみ事業規模を最大化する選択となるが、

各評価項目のバランスは大きく崩れることになる。 

複数メニュー化するアドバンテージは、各評価項目についてバランスよく得点できる点に

あり、複数メニュー化による効果はこの点にあると考えた。重点評価項目について高い得

点を求めるとともに、重み付けの低い項目についても最低限達成すべき水準を予め設定し

ておく必要があることを示唆した。 

そこで下水汚泥資源化事業の総合資源化リスク（R）を次式で定義し、単一事業と複数事

業の組合せのケースを想定し、これらについてリスク評価を行った。 
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総合資源化リスク（R）＝√（資源化リスク X×リスク標準偏差） 

 資源化リスク X＝リスクの発生頻度（Ⅰ）×リスク発生時の影響度（Ⅱ） 

新たに定義した総合資源化リスク（R）に着目したケース検討の結果から、一定水準以上

の評価を受けた事業を加えた多くのメニューを組み合わせたケースが最も評価が高かった。

このことより、今後の資源化事業を進める上では、素材提供型等の既存事業の規模拡大を

図るとともに一層の事業の多様化を進めることが望ましいことを明らかにした。 

これらの検討結果から、複数の多数な資源化方策を併せ持つことと、事業者が常に有

利な資源化策を主体的に生み出すべく継続して技術開発を行なっていく必要性を強調

した。 

 

（経営の視点からの評価に基づく今後の戦略提案） 

東京都の下水汚泥資源化事業の方向性が経営性の観点より転換していくことを裏付ける

ために製品製造型の資源化の代表としてメトロレンガ製造を、素材提供型の資源化事業と

してセメント原料化を事例に経営学で用いられている手法を活用してそれぞれ評価した。

検討内容及び結果は次のとおりである。 

①バリューチェーン分析を用い、主として内部事業構造を明らかにした。 

②５フォース分析により外部環境の分析を行い、各事業の強み弱みを明らかにした。 

③SWOT 分析による資源化事業の想定シナリオと対応 

実際に大都市における資源化事業を進めていくためには個別事業の評価による対応のみ

でなく総合的な戦略が必要であることから、これまでの個別の分析結果をもとに内部環境、

外部環境を考慮し具体的な方策を定めた。東京都などの大都市域を想定しＳＷＯT 分析手法

を用いた複数のシナリオを策定し、この結果を用いて今後大都市東京における下水汚泥資

源化の戦略を構成する基本事項を抽出した。 

 

 

第６章 結論 

本研究ではこれまで実施してきた下水汚泥資源化事業について技術的経済的な分析

と評価を行い、新たな資源化事業の開発と実用化研究を行った。またこれまでの資源化

事業を総合評価するため手法を提案し実践した。その結果に基づき汚泥資源化率１０

０％の目標にむけた基本戦略として次の通りとした。 

１）原則として付加価値をつけた素材提供型の資源化事業にシフトする。 

２）複数メニュー構築による交渉力の保持とリスク分散を行う。 

３）技術開発の継続による資源化事業の多様化を目指す。 


